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横浜文化体育館整備地域の周辺地域



関内
関外 横浜都心臨海部の位置づけ
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■横浜市と横浜都⼼臨海部

横浜都⼼臨海部

⾯積 435.43㎢
⼈⼝ 約375万⼈
世帯数 約171万世帯

○基本情報

※１︓⾯積は2019年１⽉１⽇時点の計測値
※２︓⼈⼝及び世帯数は2019年10⽉１⽇時点の推計値

横浜都心
臨海部



横浜駅周辺地区
みなとみらい２１地区

東神奈川臨海部周辺地区

関内・関外地区

山下ふ頭周辺地区

横浜都心臨海部の範囲
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■ 横浜駅周辺地区

•日本有数のターミナル駅である横浜駅

を中心とする地区であり、国際都市の

玄関口にふさわしいまちづくりが進行中

■ みなとみらい２１地区

•横浜の自立性の強化等を目的に整備され

た新しい街

•業務・商業機能、MICE拠点等が立地

■ 関内・関外地区

•開港以来の歴史が残る地区

•業務・商業機能が相対的に低下しており、

課題解決に向けたまちづくりが進行中

■ 山下ふ頭周辺地区

•都心臨海部における新たな賑わい拠点の

形成に向けて、再開発を推進するため、

基本計画の検討を進行中

■ 東神奈川臨海部周辺地区

•神奈川台場の遺構や、横浜市中央卸売市

場が立地

•駅周辺の再開発や面整備の検討が進行中
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横浜駅周辺地区

みなとみらい21地区

関内・関外地区
山下ふ頭周辺地区

東神奈川臨海部周辺地区

都心臨海部再生マスタープランの概要
～各地区のまちづくり状況と機能配置イメージ～

横浜都心
臨海部



関内・関外地区のまちづくりの方針

～関内・関外地区活性化ビジョン～
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〇策定の背景

市庁舎移転後の関内・関外地区に取り組むにあたり
地域・事業者・⾏政等が共有する⽅向性として

「関内・関外地区活性化ビジョン」策定
（2020年３⽉策定）

■関内・関外地区活性化推進計画（ 2010（平成22）年３月策定）

推進計画の２本柱は、
① 「関内・関外地区の活性化」

② 「新市庁舎整備の考え方」

旧市庁舎街区では事業予定者が決定し、「市庁舎移転」が2020年に完了。

関内
関外



関内
関外 ①関内駅周辺地区の拠点整備

令和２年６⽉の市庁舎移転を契機とした、関内・
関外地区の更なる活性化に向けて、関内駅周辺地区
について、新たなまちづくりを進めています。

緑の軸線緑の軸線

港町⺠間街区港町⺠間街区

⼤通り公園⼤通り公園

…関内駅周辺地区

教育⽂化センター
跡地活⽤事業

旧市庁舎
街区

横浜⽂化体育館再整備事業

関内側エリアと
関外側エリアの
連携強化

横浜スタジアム横浜スタジアム
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関内駅
周辺地区



関内
関外 ①関内駅周辺地区の拠点整備＜横浜文化体育館再整備事業＞

⽇本⼤通り

⼤通り公園の有効活⽤

旧市庁舎街区

港町⺠間街区
教育⽂化センター

跡地活⽤事業

横浜スタジアム
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関内側エリアと
関外側エリアの

連携強化

歩⾏者デッキの整備

横浜⽂化体育館再整備事業

関内駅
周辺地区



関内
関外 ①関内駅周辺地区の拠点整備＜横浜スタジアム増築・改修＞

○2020東京オリンピックの主会場になることも
⾒据えた改修
改修概要︓収容⼈数を34,046⼈に増席

（改修前︓29,000⼈）
回遊デッキの新設、バリアフリー化推進

建築⾯積︓増築約5,950㎡（合計約23,800㎡）
延床⾯積︓増築約12,000㎡（合計約46,000㎡）
竣⼯ ︓令和２年２⽉ 9

関内駅
周辺地区



関内
関外 ①関内駅周辺地区の拠点整備＜教育文化センター跡地活用事業＞

教育⽂化センター跡地
敷地⾯積︓約2,600㎡

港町⺠間街区
区域⾯積︓約9,000㎡

現市庁舎街区
敷地⾯積︓約16,400㎡
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関内駅
周辺地区



関内
関外 ①関内駅周辺地区の拠点整備＜教育文化センター跡地活用事業＞

▲建物低層部

◀建物外観
提案内容・イメージパースは事業提案時のものであり、
今後、変更する可能性があります。
また、イメージパースは応募書類から転載したもので
あり、著作権は応募者に帰属します。 11

関内駅
周辺地区



関内
関外 ②旧市庁舎街区

提案内容・イメージパースは事業提案時のものであり、今後、変更する可能性があります。
また、イメージパースは応募書類から転載したものであり、著作権は応募者に帰属します。 12

関内駅
周辺地区



関内
関外 ③関内駅前港町地区（旧市庁舎隣接街区）
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関内駅
周辺地区

提案内容・イメージパースは提案事業者の応募書類から転載したものであり、今後、関係者との協議により変更する可能
性があります。イメージパース等の著作権は、応募者に帰属します。

また、旧市庁舎街区計画の建物イメージは、公表されている資料から本応募者が独自に書き起こしたものです。

関内駅前港町地区 横浜の中⼼
関内活性化の戦略拠点

(1) ワールドクラスの機能導⼊
世界⼀流の業務・産学連携、最⾼
級賃貸住宅、⾼質な賑わい
(2) 横浜の各地域の魅⼒をつなぐ
エリアマネジメント
(3) リスクに強く⻑期的な価値向
上を具現化するALL 賃貸スキーム

旧市庁舎街区



関内
関外 ④関内駅周辺地区のその他の取組

○みなと⼤通りのシンボルロード化や
横浜⽂化体育館へのアクセス動線を
強化することにより、関内側エリア
と関外側エリアの連携強化を図る。

○既存道路空間の再整備を⾏い、安全
で快適な歩⾏者ネットワークの強
化・拡充を図り、地域の回遊性を⾼
める。

▲みなと⼤通りの現状 ▲横浜⽂化体育館沿道の現状 14

関内駅
周辺地区

＜関内側エリアと関外側エリア
の連携強化＞

旧市庁舎街区



関内
関外

横浜地⽅裁判所
が⽴地する側

横浜開港記念会館
が⽴地する側

④関内駅周辺地区のその他の取組

■みなと⼤通り（横浜税関前交差点〜市庁舎前交差点）
⾞線を４⾞線から２⾞線（＋ゼブラ帯）に減らし、歩道拡幅及び⾃転⾞通⾏帯の

整備を検討

整備イメージ

現況
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関内駅
周辺地区

＜関内側エリアと関外側エリア
の連携強化＞



関内
関外 ④関内駅周辺地区のその他の取組

■横浜⽂化体育館へのアクセス動線（不⽼町交差点〜⻑者町３丁⽬交差点）
⾞線幅を縮⼩し、歩道拡幅及び⾃転⾞通⾏帯の整備を検討

横浜⽂化体育館
が⽴地する側

⽇之出川公園
が⽴地する側

整備イメージ

現況
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関内駅
周辺地区

＜関内側エリアと関外側エリア
の連携強化＞



関内
関外 ①関内駅周辺地区の拠点整備＜横浜文化体育館再整備事業＞

■事業⽅式 ＰＦＩ（ＢＴＯ⽅式）
■事業期間 平成29年12⽉ 〜 令和21年３⽉まで

メインアリーナ施設

サブアリーナ施設
（横浜武道館）

ホテル・飲⾷店など

病院

■施設概要

メインアリーナ サブアリーナ
（横浜武道館）

階数 地上３階 地上４階
構造形式 鉄筋コンクリート造、⼀部鉄⾻造

延べ床⾯積 15,514㎡ 14,514㎡ 17

関内駅
周辺地区





横浜市民間資金等活用事業審査委員会を発足。諮問を実施し民

間力活用を前提とした運営実施に向けて専門家の知見を仰ぐ。



民間活力が最大限見込める「ＰＦＩ事業」で実施



施設運営開始前後で代表企業が建設企業から運営企業に入

れ替わる「代表企業スイッチ方式」を採用







見るスポーツとするスポーツの拠点を形成し、健康産業や

スポーツ産業を集積。



「みる」アリーナを中心とした、にぎわいを生む交流空間で

エンターテイメントの聖地へ



メインアリーナ（仮称）計画方針



メインアリーナ（仮称）建築概要

敷地面積：約１０，０００㎡
建築面積：約 ７，４００㎡
延床面積：約１５，６００㎡
階 数：地上３階
建物高さ：約２１ｍ
構 造：ＲＣ造一部Ｓ造
諸 室：■アリーナ

面 積 約２，４００㎡
観客席 約５，０００席

■体育室
■更衣室 等



「する・支える」アリーナを中心と拠点とした、

市民交流空間で、スポーツコミュニティの聖地へ



横浜武道館 計画方針



横浜武道館 建築概要

敷地面積：約５，７００㎡
建築面積：約５，０００㎡
延床面積：約１５，０００㎡
階 数：地上５階
建物高さ：約２９ｍ
構 造：ＲＣ造一部Ｓ造
諸 室：■アリーナ

面 積 約２，６００㎡
観客席 約３，０００席

■武道場
面 積 約８６０㎡
観客席 約５００席

■多目的室
■更衣室 等







関内・関外地区の日常・イベントの連携を促し新たなまちの

回遊空間を創出。



横浜武道館
〈令和２年７月開業〉



メインアリーナ（仮称）
〈令和６年４月開業予定〉

※ 現在設計作業中であり、
内容の変更等があります。
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